
〇使用料・手数料に関する論点 

 

・受益者負担の適正化（定期的な検証） 

 

・地域間の均衡（公平な減免規定の運用） 

 

・情勢変化（消費税率引き上げ、光熱水費等の運営環境の変化など）

への対応 

 

・民間事業への影響 

 

・市外利用者の負担 

 

・企業会計のあり方（水道、簡易水道、下水道） 
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